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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．営業収益には、消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）は含まれておりません。 

２．平成16年10月20日付で株式１株につき1.5株の株式分割を行っておりますが、第36期の１株当たり当期純利

益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益は当該株式分割が期首に行われたと仮定して算出しておりま

す。なお、当該株式分割を第36期の期首に実施したと仮定した場合の第36期中の１株当たり情報は次のとお

りであります。 

３．当社は、当中間会計期間より子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 

回次 第36期中 第37期中 第38期中 第36期 第37期 

会計期間 

自平成16年 
３月１日 
至平成16年 
８月31日 

自平成17年 
３月１日 
至平成17年 
８月31日 

自平成18年 
３月１日 
至平成18年 
８月31日 

自平成16年 
３月１日 
至平成17年 
２月28日 

自平成17年 
３月１日 
至平成18年 
２月28日 

営業収益（百万円） 19,493 19,926 － 39,305 42,275 

経常利益（百万円） 5,488 4,321 － 10,003 10,526 

中間（当期）純利益(百万円) 2,634 2,310 － 4,754 6,801 

純資産額（百万円） 28,178 37,238 － 34,296 41,153 

総資産額（百万円） 109,943 110,048 － 114,917 111,609 

１株当たり純資産額（円） 1,195.73 974.66 － 914.30 1,075.95 

１株当たり中間(当期)純利益

（円） 
113.51 60.65 － 132.94 177.06 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益（円） 
103.10 60.45 － 122.80 176.75 

自己資本比率（％） 25.6 33.8 － 29.8 36.9 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
9,708 9,097 － 8,836 13,732 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
7,591 △7,525 － △662 △9,628 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△7,611 200 － △8,288 △3,675 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（百万円） 
12,709 4,679 － 2,907 3,335 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数](人) 

235 

(77) 

252 

(96) 

－ 

(－) 

240 

(94) 

265 

(98) 

 第36期中 

１株当たり純資産額（円） 797.15 

１株当たり中間（当期）純利益（円） 75.67 

潜在株式調整後 

１株当たり中間（当期）純利益（円） 
68.73 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

２．第38期中間期の潜在株式調整後１株当たり中間純利益は、潜在株式がないため記載しておりません。 

３．平成16年10月20日付で株式１株につき1.5株の株式分割を行っておりますが、第36期の１株当たり当期純利

益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益は当該株式分割が期首に行われたと仮定して算出しておりま

す。なお、当該株式分割を第36期の期首に実施したと仮定した場合の第36期中の１株当たり情報は次のとお

りであります。 

４．第37期以前は連結財務諸表を作成しているため、個別キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。 

回次 第36期中 第37期中 第38期中 第36期 第37期 

会計期間 

自平成16年 
３月１日 
至平成16年 
８月31日 

自平成17年 
３月１日 
至平成17年 
８月31日 

自平成18年 
３月１日 
至平成18年 
８月31日 

自平成16年 
３月１日 
至平成17年 
２月28日 

自平成17年 
３月１日 
至平成18年 
２月28日 

営業収益（百万円） 18,686 19,095 20,652 37,711 40,862 

経常利益（百万円） 5,303 4,002 4,743 9,544 9,989 

中間(当期)純利益（百万円） 2,623 2,203 2,745 4,641 6,611 

持分法を適用した場合の投資

利益（百万円） 
－ － － － － 

資本金（百万円） 6,145 8,866 8,866 8,154 8,866 

発行済株式総数（千株） 23,572 38,227 38,227 37,476 38,227 

純資産額（百万円） 25,680 34,530 42,903 31,695 38,363 

総資産額（百万円） 103,497 103,822 118,735 108,616 112,689 

１株当たり純資産額（円） 1,089.73 903.78 1,123.03 844.87 1,002.91 

１株当たり中間(当期)純利益

（円） 
113.05 57.83 71.87 129.74 172.08 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益（円） 
102.68 57.64 － 119.84 171.78 

１株当たり中間(年間)配当額

（円） 
－ 15.00 15.00 20.00 30.00 

自己資本比率（％） 24.8 33.3 36.1 29.2 34.0 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
－ － 5,637 － － 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
－ － △16,477 － － 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
－ － 10,036 － － 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（百万円） 
－ － 2,532 － － 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数](人) 

217 

(72) 

235 

(91) 

294 

(94) 

223 

(91) 

246 

(93) 

 第36期中 

１株当たり純資産額（円） 726.49 

１株当たり中間（当期）純利益（円） 75.37 

潜在株式調整後 

１株当たり中間（当期）純利益（円） 
68.45 



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はあ

りません。また、関係会社の異動については次の関係会社の状況に記載のとおりであります。 

３【関係会社の状況】 

(1）親会社 

 当中間会計期間期首においてその他の関係会社であったイオン㈱は、当社株式の公開買付により、当社株式

12,500千株（発行済株式総数の32.70％）を追加取得し、異動前と合わせ22,969千株（発行済株式総数の60.09％）

を所有することになり、同社は平成18年５月11日をもって親会社に該当することになりました。 

 （注） イオン㈱は有価証券報告書提出会社であります。 

(2）連結子会社 

 当中間会計期間期首において、連結子会社であった㈱ダイヤモンドファミリーは平成18年３月１日を合併期日と

した当社を存続会社とする吸収合併により、連結子会社ではなくなりました。 

(3）その他の関係会社 

 当中間会計期間期首において、その他の関係会社であったイオン㈱は上記のとおり親会社となったため、その他

の関係会社ではなくなりました。また、三菱商事㈱は当社株式をすべて売却したため、その他の関係会社ではなく

なりました。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでおります。）であ

り、臨時雇用者数は（ ）内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

２．前事業年度から従業員数が48名増加しているのは、当期にオープンを予定しております３ショッピングセン

ターに対応し、人員を増加したことによるものです。 

(2）労働組合の状況 

 当社の労働組合は、ダイヤモンドシティ労働組合と称し、昭和47年１月10日に結成され、上部団体には所属して

おりません。平成18年８月31日現在の組合員数は112名で労働組合と当社との関係は円滑に推移しており、当中間

会計期間中に特に記載すべき事項はありません。 

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業の内容
議決権の被所有
割合 

関係内容 

役員の兼務等  事業上の関係 

イオン㈱ 

（注） 

千葉市美浜

区  
101,798 総合小売業  

直接 

60.22％ 

間接 

－％ 

兼任  ４人 

転籍  ２人 

出向  ２人  

ＳＣ施設の賃貸  

  平成18年８月31日現在

従業員数（人） 294 (94) 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間会計期間における当社の業績は順調に推移しております。当中間会計期間の当社営業収益の内、80％を平

成12年以降にオープンした所謂モールタイプの９ショッピングセンター（以下ＳＣ）分が占めておりますが、この

中でも特に平成16年にオープンした６ＳＣにつきましては、オープン後約２年を経て地元のお客様への浸透度が高

まったことに加え、テナントの入替・業態変更を、昨年度に総店舗数の9.1％について実施したのに引き続き、当

中間会計期間にはさらに3.9％について積極的に実施した結果、当中間会計期間の６ＳＣテナント売上合計は前年

同期比110.5％と大幅に増加いたしました。 

 当中間会計期間における特記すべき事項は以下のとおりです。 

① 下期に向けた施策として、「ダイヤモンドシティ・ルクル」（福岡県糟屋郡）のＬ．Ａ．Ｓ

（Lifestyle Assortment Stores）棟のリニューアル工事を実施いたしました。30代のファミリー層をターゲ

ットに上質なライフスタイルを提案している２階「フラクサス」に加え、新たに１階にはヤングマーケットの

獲得を図り「ビブレ」を誘致、９月23日にリニューアルオープンしております。 

 ② 下期にオープン予定の「ダイヤモンドシティ・ミュー」、「ダイヤモンドシティ・リーファ」、「ダイヤモ

ンドシティ・エアリ」の３ＳＣについては順調に建設工事、テナント・リーシングを進めており、それぞれ予

定通りにオープンする見込みとなっております。 

 ③ 平成14年にオープンしました「ダイヤモンドシティ・テラス」（兵庫県伊丹市）におきましては、商圏内の

競合大型ＳＣが今春リニューアル増床オープンしたことに対応し、前下半期から当中間会計期間にかけて、大

型アパレルテナントや雑貨テナントを多数誘致したことが功を奏し、当中間会計期間のリテールセールスは前

年同期比110.8％、営業収益は前年同期比106.3％と大きく伸長いたしました。 

 ④ 当社は平成18年４月３日開催の取締役会において、イオン㈱による当社株式の公開買付けについて賛同する

ことを決議いたしました。本公開買付けは平成18年５月１日に終了し、その結果イオン㈱の当社株式所有に係

る議決権が総株主の議決権に占める割合は60.22％（当中間会計期間末）となり、当社はイオン㈱の持分法適

用会社から連結子会社となりました。なお、引き続き東京・大阪証券取引所第一部への上場は維持する方針で

す。 

 以上の結果、当中間会計期間の営業収益は206億５千２百万円となり、前中間期比で15億５千６百万円（8.2％増

加）の増収となりました。 

 これは、前期６月に閉店いたしました「名西ＳＣ」（名古屋市西区）の営業収益減少があったものの、当中間会

計期間は前期10月にオープンした「ダイヤモンドシティ・クレア」（熊本県上益城郡嘉島町）が順調にフル稼働し

たこと、既存店ベースで前中間期比をクリア（2.1％増加）したこと、連結子会社㈱ダイヤモンドファミリーを吸

収合併したことによりプロパティマネジメント（ＰＭ）を受託している２ＳＣが増加したことによるものです。 

 営業原価は140億２千４百万円となり、前中間期比で７億２千９百万円（5.5％増加）の増加となりました。 

 これは「ダイヤモンドシティ・クレア」がフル稼働したことにより通常の営業原価が増加したものです。 

 一般管理費は18億９千万円となり、前中間期比で４千９百万円（2.7％増加）の増加となりました。 

 以上の結果、営業利益は47億３千６百万円、経常利益は47億４千３百万円となり、前中間期比でそれぞれ７億７

千８百万円（19.7％増加）、７億４千万円（18.5％増加）の増益となりました。 

  特別損益は７千８百万円の特別損失となり、前中間期比１億７千９百万円改善いたしました。 

  法人税等を差し引いた中間純利益は27億４千５百万円となり、前中間期比で５億４千２百万円（24.6％増加）の

増益となりました。 

  なお、株式会社日本格付研究所（ＪＣＲ）による当社長期優先債務格付けにつきまして、財務内容の改善等に対

しての評価をいただき、９月27日付にて従来の「ＢＢＢ＋」から「Ａ－」に変更になっております。 



(2）キャッシュ・フロー 

 当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、営業活動により56億３千７百万円増

加、投資活動により164億７千７百万円減少、財務活動により100億３千６百万円増加し、当中間会計期間末には25

億３千２百万円となりました。 

 当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。 

 なお、前年同期は中間連結キャッシュ・フロー計算書を作成しているため、キャッシュ・フローについては前年

同期との比較を行っておりません。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は、56億３千７百万円となりました。これは主に、税引前中間純利益が46億６千５

百万円、減価償却費が18億３千６百万円計上され、テナントからの売上預り金等が28億８千５百万円増加し、法人

税等の支払額が30億９千３百万円あったことによるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果減少した資金は164億７千７百万円となりました。これは主に前期オープンした「ダイヤモンド

シティ・クレア」の建設代金及び新規開発案件の土地先行取得代金を支払ったものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果増加した資金は100億３千６百万円となりました。これは主として上述の土地取得のため、借入

金が増加したことによるものです。 



２【営業収益実績】 

 当中間会計期間の営業収益実績をＳＣ別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．ダイヤモンドシティ・クレアは平成17年10月10日に新規オープンいたしました。 

２．当中間会計期間の主な相手先別の営業収益実績及びその営業収益に占める割合は次のとおりであります。 

３．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において、対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた事項はありません。 

ＳＣの名称 
当中間会計期間 
（百万円） 

前年同期比 
（％） 

藤井寺ＳＣ 514 98.2 

寝屋川ＧＣ 527 97.7 

川口ＧＣ 857 100.7 

ワンダーシティ 1,172 100.5 

ダイヤモンドシティ・バリュー 688 97.5 

ダイヤモンドシティ・キャラ 1,438 98.3 

ダイヤモンドシティ・テラス 1,965 106.3 

ダイヤモンドシティ・ハナ 1,385 103.0 

ダイヤモンドシティ・ソレイユ 2,681 104.6 

ダイヤモンドシティ・アルル 1,718 105.1 

ダイヤモンドシティ・ルクル 2,045 102.9 

ダイヤモンドシティ・キリオ 2,007 99.5 

ダイヤモンドシティ・プラウ 1,842 101.5 

ダイヤモンドシティ・クレア 1,446 － 

その他 361 57.2 

営業収益合計 20,652 108.2 

相手先 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

金額（百万円） 
営業収益に占め
る割合（％） 

イオン㈱ 2,933 14.2 



４【経営上の重要な契約等】 

  賃貸借契約 

 当中間会計期間において、新たに締結した重要な契約は次のとおりであります。 

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

会社名 賃借先 契約内容 契約期間 

当社 

武蔵村山マネージメント有限会社  
ダイヤモンドシティ・ミューに係る建物賃

貸借契約  

平成18年11月13日から 

平成33年11月13日まで 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 
ダイヤモンドシティ・リーファに係る建物

賃貸借契約  

平成18年11月20日から 

平成33年11月19日まで 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 前事業年度末に計画中であった設備投資について、当中間会計期間に取得した重要な資産は次のとおりでありま

す。 

・土地 

① ダイヤモンドシティ・エアリ（宮城県名取市）開設に伴う土地取得 

2,980百万円 

② （仮称）ダイヤモンドシティ新瑞橋ＳＣ（名古屋市南区）開設に伴う土地取得 

6,972百万円 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 136,500,000 

計 136,500,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年８月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年11月15日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 38,227,031 38,227,031 

㈱東京証券取引所 

（市場第一部） 

㈱大阪証券取引所 

（市場第一部） 

－ 

計 38,227,031 38,227,031 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額(百万円) 

資本準備金残
高（百万円） 

平成18年３月１日～ 

平成18年８月31日  
－ 38,227,031 － 8,866 － 9,806 



(4）【大株主の状況】 

 （注）１．上記信託銀行の所有株式のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

日本トラスティ サービス信託銀行株式会社1,742千株、日本マスタートラスト信託銀行株式会社947千株、

資産管理サービス信託銀行株式会社707千株。 

２．前事業年度末現在主要株主であった三菱商事株式会社は、当中間期末では主要株主ではなくなりました。 

  平成18年８月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

イオン株式会社 千葉市美浜区中瀬１丁目５番地１ 22,969 60.09 

日本トラスティ サービス信

託銀行株式会社 
東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,763 4.61 

ザバンクオブニューヨークト

リーティージャスデックアカ

ウント 

（常任代理人 株式会社三菱

東京ＵＦＪ銀行） 

AVENUE DES ART,35 KUNSTLAAN, 1040  

BRUSSELS,BELGIUM 

（東京都千代田区丸の内２丁目７番１号） 

1,069 2.80 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社 
東京都港区浜松町２丁目11番３号 975 2.55 

バンクオブニューヨークジー

シーエムクライアントアカウ

ンツイーアイエスジー 

（常任代理人 株式会社三菱

東京ＵＦＪ銀行） 

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET 

LONDON EC4A 2BB, UNITED KINGDOM 

（東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 

カストディ業務部） 

850 2.23 

資産管理サービス信託銀行 

株式会社 

東京都中央区晴海１丁目８番12号 

晴海アイランド トリトンスクエア 

オフィスタワーＺ棟 

727 1.90 

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１丁目９番１号 524 1.37 

ゴールドマン・サックス・イ

ンターナショナル 

（常任代理人 ゴールドマ

ン・サックス証券会社東京支

店） 

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB, U.K 

（東京都港区六本木６丁目10番１号 六本

木ヒルズ森タワー） 

470 1.23 

バンクオブニューヨークタッ

クストリイティジャスデック

オムニバスツー 

（常任代理人 株式会社三菱

東京ＵＦＪ銀行） 

THE BANK OF NEW YORK BRUSSELS BR.35  

AVENUE DES ARTS B-1040 BRUSSELS.  

BELGIUM  

（東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 

カストディ業務部） 

323 0.85 

チェースマンハツタンバンク

ジーティーエスクライアンツ

アカウントエスクロウ 

（常任代理人 株式会社みず

ほコーポレート銀行兜町証券

決済業務室） 

5TH FLOOR, TRINITY TOWER 9, THOMAS  

MORE STREET LONDON, E1W 1YT, UNITED  

KINGDOM 

（東京都中央区日本橋兜町６番７号 ） 

302 0.79 

計 － 29,975 78.41 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,300株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数13個が含まれております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、株式会社東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成18年８月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 23,700 － － 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

38,142,000 
381,420 － 

単元未満株式 普通株式 61,331 － － 

発行済株式総数 38,227,031 － － 

総株主の議決権 － 381,420 － 

  平成18年８月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（合計） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

㈱ダイヤモンドシ

ティ 

東京都渋谷区渋谷

三丁目12番18号 
23,700 － 23,700 0.06 

計 － 23,700 － 23,700 0.06 

月別 平成18年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 

最高（円） 5,490 5,740 5,560 4,610 4,850 5,670 

最低（円） 4,240 5,200 4,140 3,980 4,120 4,600 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。 

 なお、前中間会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年３月１日から平成18年８月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成している。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日

まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで）及び当中間会計期

間（平成18年３月１日から平成18年８月31日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受

けております。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は、当中間会計期間より子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 
（平成17年８月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   4,679   3,335  

２．営業未収入金   2,366   2,655  

３．繰延税金資産   300   523  

４．その他   2,558   2,251  

５．貸倒引当金   △5   △10  

流動資産合計   9,900 9.0  8,755 7.8 

Ⅱ 固定資産        

(1）有形固定資産        

１．建物及び構築物   50,108   50,197   

減価償却累計額  21,604 28,503  14,512 35,684  

２．土地    12,911   9,429  

３．その他  4,863   4,889   

減価償却累計額  1,929 2,934  2,083 2,806  

有形固定資産合計   44,348 40.3  47,920 43.0 

(2）無形固定資産   1,139 1.0  930 0.8 

(3）投資その他の資産        

１．差入保証金   42,899   42,670  

２．長期前払費用   8,662   8,422  

３．繰延税金資産   1,077   1,052  

４．その他   2,027   1,865  

５．貸倒引当金   △7   △7  

投資その他の資産
合計   54,659 49.7  54,003 48.4 

固定資産合計   100,148 91.0  102,854 92.2 

資産合計   110,048 100.0  111,609 100.0 

        

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．営業未払金   1,267   1,645  

２．短期借入金   4,000   1,800  

３．１年内返済予定の
長期借入金 

   4,253   3,911  

 



  
前中間連結会計期間末 
（平成17年８月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

４．未払法人税等   1,662   3,218  

５．預り金   11,417   9,168  

６．設備未払金   4,503   6,823  

７．その他   1,453   1,435  

流動負債合計   28,559 26.0  28,003 25.1 

Ⅱ 固定負債        

１．長期借入金    3,073   2,319  

２．長期未払金   7,500   7,500  

３．退職給付引当金   374   415  

４．役員退職慰労引当
金   103   114  

５．預り保証金   30,935   31,382  

６．長期前受収益   760   720  

固定負債合計   42,747 38.8  42,452 38.0 

負債合計   71,306 64.8  70,455 63.1 

        

（少数株主持分）        

少数株主持分   1,504 1.4  － － 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金   8,866 8.0  8,866 7.9 

Ⅱ 資本剰余金   9,806 8.9  9,806 8.8 

Ⅲ 利益剰余金   18,568 16.9  22,486 20.2 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   42 0.0  48 0.0 

Ⅴ 自己株式   △46 △0.0  △54 △0.0 

資本合計   37,238 33.8  41,153 36.9 

負債、少数株主持分
及び資本合計   110,048 100.0  111,609 100.0 

        



②【中間連結損益計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 営業収益   19,926 100.0  42,275 100.0 

Ⅱ 営業原価   13,718 68.9  28,247 66.8 

営業総利益   6,208 31.1  14,027 33.2 

Ⅲ 一般管理費 ※１  1,897 9.5  3,552 8.4 

営業利益   4,311 21.6  10,475 24.8 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  248   497   

２．受取配当金  9   1   

３．その他  10 267 1.4 49 548 1.3 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  227   448   

２．その他  30 257 1.3 49 497 1.2 

経常利益   4,321 21.7  10,526 24.9 

Ⅵ 特別利益        

１．固定資産売却益 ※２ － － － 2,136 2,136 5.1 

Ⅶ 特別損失        

１．減損損失 ※３ －   482   

２．固定資産除却及び
売却損 

※４ 106   167   

３．退店移転補償損失  138   137   

４．過年度特別土地保
有税  －   138   

５．その他  12 257 1.3 98 1,024 2.4 

税金等調整前中間
(当期)純利益   4,063 20.4  11,638 27.6 

法人税、住民税及
び事業税  1,656   4,900   

法人税等調整額  28 1,684 8.5 △174 4,726 11.2 

少数株主利益   68 0.3  109 0.3 

中間(当期)純利益   2,310 11.6  6,801 16.1 

        



③【中間連結剰余金計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   9,094  9,094 

Ⅱ 資本剰余金増加高      

新株予約権の行使   712  712 

Ⅲ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

  9,806  9,806 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   17,054  17,054 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

中間（当期）純利益    2,310   6,801 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．配当金  749  1,322  

２．役員賞与  47 796 47 1,369 

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

  18,568  22,486 

      



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フロ
ー計算書 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日)

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

税金等調整前中間（当
期）純利益 

 4,063 11,638 

減価償却費  1,689 3,571 

減損損失  － 482 

受取利息及び配当金  △257 △499 

支払利息  227 448 

固定資産売却益  － △2,136 

固定資産除却損  57 136 

営業未収入金の増減額
（△増加額） 

 25 △277 

営業未払金の減少額  △625 △296 

預り金の増加額  2,439 336 

立替金の減少額  3,903 3,625 

未払消費税等の増加額  288 231 

その他  △21 1,115 

小計  11,790 18,376 

利息及び配当金の受取
額 

 13 8 

利息の支払額  △90 △346 

法人税等の支払額  △2,616 △4,305 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 9,097 13,732 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

定期預金の払戻による
収入 

 3,000 3,000 

連結子会社株式の追加
取得 

 － △1,866 

有形固定資産の取得に
よる支出 

 △9,699 △19,026 

有形固定資産売却によ
る収入 

  － 8,763 

差入保証金の差入によ
る支出 

  △42 △53 

 



  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フロ
ー計算書 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日)

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

差入保証金の回収によ
る収入 

 173 691 

預り保証金の返還によ
る支出 

 △938 △2,755 

預り保証金の受入によ
る収入 

 1,111 3,188 

匿名組合への出資によ
る支出 

 △840 △840 

その他  △289 △731 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △7,525 △9,628 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

短期借入金の増減額  2,100 △100 

長期借入による収入  － 420 

長期借入金の返済によ
る支出 

 △907 △2,422 

新株予約権付社債の償
還による支出 

 △217 △217 

少数株主に対する配当
金の支払いによる支出 

 △15 △15 

配当金の支払いによる
支出 

 △749 △1,322 

自己株式取得による支
出 

 △10 △18 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 200 △3,675 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増
加額 

 1,772 428 

Ⅴ 現金及び現金同等物期首
残高 

 2,907 2,907 

Ⅵ 現金及び現金同等物中間
期末（期末）残高 

※１ 4,679 3,335 

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

１．連結の範囲に関する事項 子会社１社（㈱ダイヤモンドファ

ミリー）を連結しております。 

同左 

２．持分法の適用に関する事

項 

該当事項はありません。 同左 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）に関する事項 

連結子会社の中間期末日は中間連

結決算日と同一であります。 

連結子会社の事業年度末日は連結

決算日と同一であります。 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1）有価証券の評価基準及び評価

方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間期末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

(1）有価証券の評価基準及び評価

方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 (2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

（有形固定資産） 

建物 

…経済的耐用年数に基づく定

額法 

なお、採用した経済的耐用

年数は次のとおりでありま

す。 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

同左 

 （自社所有店舗） 

売場面積8,000㎡以上の核テ

ナントが２つ以上あるショッ

ピングセンター…30年 

上記以外のショッピングセン

ター…25年 

  

  

 （賃借店舗） 

賃借期間である15年～20年 

  

  

 （建物付属設備） 

３～18年 

  

  

 建物以外の有形固定資産 

…法人税法に規定する耐用年

数に基づく定額法 

  

  

 (3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

営業未収入金・貸付金等の

債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上

しております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

 ② 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当中間期末における

退職給付債務見込額に基づ

き、当中間期末において発

生していると認められる額

を計上しております。 

② 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務見込額

に基づき、当連結会計年度

末において発生していると

認められる額を計上してお

ります。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

 ③ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に

充てるため、内規に基づく

中間期末要支給額を計上し

ております。 

③ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に

充てるため、内規に基づく

当連結会計年度末要支給額

を計上しております。 

 (4）リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。 

(4）リース取引の処理方法 

同左 

 (5）消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しておりま

す。 

(5）消費税等の会計処理 

同左 

 (6）ヘッジ会計の方法 

金利スワップについては、

特例処理の要件を満たして

いるため、特例処理を採用

しております。 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段：金利スワッ

プ 

ヘッジ対象：借入金 

ヘッジ方針 

借入金の金利変動リスク

を回避する目的で金利ス

ワップ取引を行ってお

り、ヘッジ対象の識別は

個別契約ごとに行ってお

ります。 

ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップの想定元

本、利息の受払条件（利

子率、利息の受払日等）

及び契約期間がほぼ同一

であり、金利スワップの

特例処理の要件を満たし

ているため、有効性の評

価を省略しております。 

(6）ヘッジ会計の方法 

同左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヵ

月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 「固定資産の減損に係る会計基準」（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 

平成15年10月31日）が平成16年３月31日に終

了する連結会計年度に係る連結財務諸表から

適用できることになったことに伴い、当中間

連結会計期間から同会計基準及び同適用指針

を適用しております。これによる当中間連結

会計期間の損益に与える影響はありません。 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 「固定資産の減損に係る会計基準」（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号

平成15年10月31日）が平成16年３月31日に終

了する連結会計年度に係る連結財務諸表から

適用できることになったことに伴い、当連結

会計年度から同会計基準及び同適用指針を適

用しております。 

 これにより当連結会計年度の税金等調整前

当期純利益が482百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後

の連結財務諸表規則に基づき各資産の金額か

ら直接控除しております。 



表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

前中間連結会計期間において、営業活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含めて表示しておりました

「立替金の減少額」（前中間連結会計期間788百万円）に

ついては、重要性が増したため、当中間連結会計期間よ

り区分掲記しております。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（平成18年２月28日） 

貸出コミットメント 

 提出会社は平成13年７月５日付けでペトリ

ュース・ファンディング・コーポレーション

（ＳＰＣ）へ建設協力金返還請求権を譲渡し

たことに伴い、この回収遅延等を原因として

同社に資金不足が生じた場合には、同社へ信

用供与するバックアップライン契約（貸出極

度額7,500百万円）を締結しております。な

お、当中間連結会計期間末には実行残高はあ

りません。 

貸出コミットメント 

 提出会社は平成13年７月５日付けでペトリ

ュース・ファンディング・コーポレーション

（ＳＰＣ）へ建設協力金返還請求権を譲渡し

たことに伴い、この回収遅延等を原因として

同社に資金不足が生じた場合には、同社へ信

用供与するバックアップライン契約（貸出極

度額7,000百万円）を締結しております。な

お、当連結会計年度末には実行残高はありま

せん。 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

※１．一般管理費の主な内訳は次のとおりで

あります。 

※１．一般管理費の主な内訳は次のとおりで

あります。 

役員報酬 71百万円

従業員給与及び賞与 380百万円

退職給付費用 35百万円

役員退職慰労引当金

繰入額 
10百万円

業務委託費 190百万円

調査研究費 266百万円

賃借料 76百万円

減価償却費 59百万円

役員報酬    146百万円

従業員給与及び賞与 800百万円

退職給付費用 65百万円

役員退職慰労引当金

繰入額 
21百万円

調査研究費 359百万円

減価償却費 132百万円

※２．    ───── ※２．「名西ＳＣ」の売却によるものであり

ます。 

※３．    ───── ※３．減損損失 

   当連結会計年度において当社グループ

は以下の資産について減損損失を計上し

ました。 

   当社グループは、キャッシュ・フロー

を生み出す最小単位としてショッピング

センターを基本単位とし、また遊休不動

産及び売却予定資産については物件ごと

にグルーピングしております。 

   その結果、当連結会計年度において、

地価等が下落している上記遊休資産及び

売却価額が決定している上記売却予定資

産について、帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、482百万円を減損損失として

計上しました。 

   なお、回収可能価額については、不動

産鑑定評価額等に基づく評価額から処分

費用見込額を控除した正味売却価額によ

り算定しております。 

用途 種類 場所 
減損損失 
(百万円) 

売却予定
資産 

土地 
鳥取県鳥
取市  

263 

遊休資産 土地 
熊本県宇
城市小川
町  

219 

※４．固定資産除却及び売却損の内訳は、次

のとおりです。 

※４．固定資産除却及び売却損の内訳は、次

のとおりです。 

建物及び構築物（除

却損） 
33百万円

有形固定資産のその

他（除却損） 
6百万円

建物等解体撤去費用 67百万円

計 106百万円

建物及び構築物（除

却損） 
77百万円

有形固定資産のその

他（除却損） 
20百万円

建物等解体撤去費用 68百万円

計 167百万円



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

（平成17年８月31日現在） （平成18年２月28日現在） 

現金及び預金勘定 4,679百万円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
－百万円

現金及び現金同等物 4,679百万円

現金及び預金勘定 3,335百万円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
－百万円

現金及び現金同等物 3,335百万円

２．重要な非資金取引の内容 ２．重要な非資金取引の内容 

新株予約権付社債に付された新株予約

権の行使 

新株予約権付社債に付された新株予約

権の行使 

新株予約権の行使によ

る資本金の増加額 
712百万円

新株予約権の行使によ

る資本準備金の増加額 
712百万円

新株予約権付社債の減

少額 
1,424百万円

新株予約権の行使によ

る資本金の増加額 
712百万円

新株予約権の行使によ

る資本準備金の増加額
 712百万円

新株予約権付社債の減

少額 
1,424百万円



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

１）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

建物 3,234 720 2,513 

機械装置
及び運搬
具 

114 44 70 

器具及び
備品 

851 486 364 

ソフトウ
ェア 

45 28 16 

計 4,245 1,280 2,964 

 
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

建物 3,234 803 2,430

機械装置
及び運搬
具 

114 52 62

器具及び
備品 

758 470 287

ソフトウ
ェア 

45 33 11

計 4,152 1,360 2,791

 （注） 取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産の中

間期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定して

おります。 

 （注） 取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しておりま

す。 

２）未経過リース料中間期末残高相当額 ２）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 343百万円

１年超 2,620百万円

計 2,964百万円

１年内 322百万円

１年超 2,468百万円

計      2,791百万円

 （注） 未経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末残高

が有形固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。 

 （注） 未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により

算定しております。 

３）支払リース料及び減価償却費相当額 ３）支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 188百万円

減価償却費相当額 188百万円

支払リース料 366百万円

減価償却費相当額 366百万円

４）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

４）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

１）未経過リース料 １）未経過リース料 

１年内 12,096百万円

１年超 137,785百万円

計 149,881百万円

１年内  12,096百万円

１年超 131,737百万円

計 143,833百万円

２）上記オペレーティング・リース取引に

よる賃借物件については、47,248百万

円（額面）の保証金を差入れておりま

す。 

２）上記オペレーティング・リース取引に

よる賃借物件については47,149百万円

（額面）の保証金を差入れておりま

す。 



（有価証券関係） 

（前中間連結会計期間） 

その他有価証券で時価のあるもの 

時価評価されていない主な有価証券の内容 

（前連結会計年度） 

その他有価証券で時価のあるもの 

時価評価されていない主な有価証券の内容 

 前中間連結会計期間末（平成17年８月31日） 

 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

株式 29 101 72 

合計 29 101 72 

 
前中間連結会計期間末 
（平成17年８月31日） 

その他有価証券   

匿名組合出資金（百万円） 1,224 

 前連結会計年度末（平成18年２月28日） 

 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

株式 29 111 81 

合計 29 111 81 

 
前連結会計年度末 
（平成18年２月28日） 

その他有価証券   

匿名組合出資金（百万円） 1,244 



（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

 ヘッジ会計を適用している金利ス

ワップのみであるため開示対象はあ

りません。 

同左 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自平成17年３月１日 至平成17年８月31日）及び前連結会計年度（自平成17年３月１日

至平成18年２月28日）において、不動産賃貸事業以外のセグメントの重要性が乏しいため、事業の種類別セグメ

ント情報の記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自平成17年３月１日 至平成17年８月31日）及び前連結会計年度（自平成17年３月１日

至平成18年２月28日）において本邦以外の国又は地域に所在する当社事業所及び連結子会社がないため該当事項

はありません。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間 

 海外売上高は重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

前連結会計年度 

 海外売上高は重要性が乏しいため、記載を省略しております。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下の

とおりであります。 

 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日)

前連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日)

１株当たり純資産額 974円66銭 1,075円95銭 

１株当たり中間（当期）純利益金額 60円65銭 177円06銭 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額 
60円45銭 176円75銭 

  当社は平成16年10月

20日付で株式１株につ

き1.5株の株式分割を

行っております。な

お、当該株式分割が前

期首に行われたと仮定

した場合の前中間連結

会計期間における１株

当たり情報について

は、以下のとおりとな

ります。 

１株当たり純資

産額 
797円15銭

１株当たり中間

純利益金額 
75円67銭

潜在株式調整後

１株当たり中間

純利益金額 

68円73銭

  

 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日)

前連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日)

１株当たり中間（当期）純利益金額   

中間（当期）純利益（百万円） 2,310 6,801 

普通株主に帰属しない金額(百万円) － 47 

（うち利益処分による役員賞与金) (－) (47) 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（百万円） 
2,310 6,754 

期中平均株式数（株） 38,100,600 38,148,856 

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益金額 
  

中間（当期）純利益調整額(百万円) － － 

普通株式増加数（株） 750,534 66,531 

（うち新株予約権） (750,534) (66,531) 

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間（当期）純

利益の算定に含めなかった潜在株式

の概要 

－ － 



（重要な後発事象） 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

 連結子会社である㈱ダイヤモンド

ファミリーは、「京都ファミリー」

に係る不動産及び付随する一切の権

利（差入保証金返還請求権を含む）

を平成17年12月21日に三菱ＵＦＪ信

託銀行に不動産管理信託し、同日付

でその信託受益権を日本リテールフ

ァンド投資法人に譲渡する売買契約

を、平成17年10月31日付で締結いた

しました。また、これに伴い、同シ

ョッピングセンターのテナントから

の預り保証金については、三菱ＵＦ

Ｊ信託銀行、日本リテールファンド

投資法人へと免責的債務引受される

予定です。 

 譲渡及び債務引受される内容は次

のとおりです。 

親会社の異動 

 その他の関係会社であったイオン

株式会社は、当社株式の公開買付に

より、当社株式12,500千株（発行済

株式総数の32.70％）を追加取得し、

異動前とあわせ22,969千株（発行済

株式総数の60.09％）を所有すること

となりました。その結果、同社が所

有する当社の議決権の数は229,694

個、所有割合は60.09％となり、平成

18年５月11日をもって親会社に該当

することとなりました。 

 なお、上記所有割合は、平成18年

２月28日現在を基準に算出しており

ます。 

①譲渡価額： 5,340百万円

②譲渡予定資産の簿価（平成17

年10月31日現在）： 
5,350百万円

③免責的債務引受を受ける預り

保証金債務： 
854百万円

 

 なお、当該譲渡に伴なう損益への

影響は軽微であります。 

 また、同ショッピングセンターに

ついては、日本リテールファンド投

資法人からプロパティマネジメント

契約を受託し、引続き運営管理を行

うこととしております。 

 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 

（平成17年８月31日） 
当中間会計期間末 
（平成18年８月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金  4,230   2,532   2,814   

２．営業未収入金  2,132   2,767   2,506   

３．繰延税金資産  283   396   501   

４．その他  2,553   1,079   2,229   

５．貸倒引当金  △5   △8   △10   

流動資産合計   9,194 8.9  6,767 5.7  8,041 7.1 

Ⅱ 固定資産           

(1）有形固定資産 ※１          

１．建物  24,177   31,865   32,336   

２．土地  10,305   19,382   9,429   

３．その他  5,245   6,199   6,154   

有形固定資産合計   39,728 38.3  57,446 48.4  47,920 42.5 

(2）無形固定資産   533 0.5  590 0.5  610 0.6 

(3）投資その他の資産           

１．差入保証金  42,539   42,857   42,622   

２．長期前払費用  8,495   8,109   8,421   

３．繰延税金資産  1,011   1,138   1,050   

４．その他  2,327   1,833   4,031   

５．貸倒引当金  △7   △7   △7   

投資その他の資産
合計   54,365 52.3  53,930 45.4  56,118 49.8 

固定資産合計   94,627 91.1  111,967 94.3  104,648 92.9 

資産合計   103,822 100.0  118,735 100.0  112,689 100.0 

           

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．営業未払金  1,226   1,352   1,641   

２．短期借入金  3,900   12,400   1,800   

３．関係会社借入金  －   －   4,200   

４．１年内返済予定の
長期借入金  4,253   4,531   3,911   

５．未払法人税等  1,505   1,905   3,120   

６．預り金  11,112   12,284   9,103   

７．設備未払金  4,503   172   6,823   

８．役員賞与引当金  －   17   －   

９．その他 ※２ 1,412   1,473   1,281   

流動負債合計   27,914 26.9  34,137 28.8  31,882 28.3 

 



  
前中間会計期間末 
（平成17年８月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年８月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金  2,773   1,716   2,319   

２．長期未払金  7,500   7,500   7,500   

３．退職給付引当金  374   461   415   

４．役員退職慰労引当
金  100   84   110   

５．預り保証金  29,870   31,251   31,377   

６．長期前受収益  760   680   720   

固定負債合計   41,378 39.8  41,694 35.1  42,443 37.7 

負債合計   69,292 66.7  75,831 63.9  74,326 66.0 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   8,866 8.5  － －  8,866 7.9 

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金  9,806   －   9,806   

資本剰余金合計   9,806 9.5  － －  9,806 8.7 

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金  781   －   781   

２．任意積立金  2,802   －   2,802   

３．中間（当期）未処
分利益  12,276   －   16,112   

利益剰余金合計   15,860 15.3  － －  19,696 17.4 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   42 0.0  － －  48 0.0 

Ⅴ 自己株式   △46 △0.0  － －  △54 △0.0 

資本合計   34,530 33.3  － －  38,363 34.0 

負債・資本合計   103,822 100.0  － －  112,689 100.0 

           

（純資産の部）            

Ⅰ 株主資本                  

１．資本金    － －  8,866 7.5  － － 

２．資本剰余金            

(1）資本準備金   －   9,806   －   

資本剰余金合計    － －  9,806 8.2  － － 

３．利益剰余金            

(1）利益準備金   －   841   －   

(2）その他利益剰余
金 

              

固定資産圧縮積
立金 

  －   328   －   

別途積立金   －   2,470   －   

繰越利益剰余金   －   20,651   －   

利益剰余金合計    － －  24,291 20.5  － － 

４．自己株式    － －  △61 △0.1  － － 

株主資本合計    － －  42,903 36.1  － － 

 



  
前中間会計期間末 
（平成17年８月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年８月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

Ⅱ 評価・換算差額等                  

１．その他有価証券評
価差額金 

   － －  0 0.0  － － 

評価・換算差額等合
計 

   － －  0 0.0  － － 

純資産合計    － －  42,903 36.1  － － 

負債純資産合計    － －  118,735 100.0  － － 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 営業収益   19,095 100.0  20,652 100.0  40,862 100.0 

Ⅱ 営業原価   13,295 69.6  14,024 67.9  27,519 67.4 

営業総利益   5,800 30.4  6,627 32.1  13,343 32.6 

Ⅲ 一般管理費   1,841 9.7  1,890 9.2  3,435 8.4 

営業利益   3,958 20.7  4,736 22.9  9,907 24.2 

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息・配当金  287   251   529   

２．その他  8 296 1.6 15 266 1.3 48 577 1.4 

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息  222   226   445   

２．その他  30 252 1.3 33 260 1.2 49 495 1.2 

経常利益   4,002 21.0  4,743 23.0  9,989 24.4 

Ⅵ 特別利益                 

１．固定資産売却益 ※１ －   －   2,136   

２．投資有価証券売却
益  － － － 67 67 0.3 － 2,136 5.2 

Ⅶ 特別損失           

１．減損損失 ※２ －   －   482   

２．固定資産除却及び
売却損 

※３ 106   －   167   

３．その他  150 257 1.4 145 145 0.7 368 1,017 2.4 

税引前中間(当期)
純利益   3,745 19.6  4,665 22.6  11,108 27.2 

法人税、住民税及
び事業税  1,501   1,844   4,716   

法人税等調整額  40 1,541 8.1 74 1,919 9.3 △219 4,496 11.0 

中間(当期)純利益   2,203 11.5  2,745 13.3  6,611 16.2 

前期繰越利益   10,073       10,073  

中間配当額   －       573  

中間(当期)未処分
利益   12,276       16,112  

           



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
利益準備
金 

その他利益剰余金 

利益剰余
金合計 

固定資産
圧縮積立
金 

別途積立
金 

繰越利益
剰余金 

平成18年２月28日残高 

（百万円） 
8,866 9,806 781 332 2,470 16,112 19,696 △54 38,314 

当中間会計期間中の変動額          

合併による増加額     60     2,409 2,469   2,469 

平成18年５月定時株主総会に

おける利益処分による任意積

立金取崩項目（注）１ 

      △3   3 －   － 

平成18年５月定時株主総会に

おける利益処分項目（注）２ 
          △620 △620   △620 

中間純利益           2,745 2,745   2,745 

自己株式の取得               △6 △6 

株主資本以外の項目の当中間

会計期間中の変動額（純額） 
                  

当中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ － 60 △3 － 4,539 4,595 △6 4,588 

平成18年８月31日残高 

（百万円） 
8,866 9,806 841 328 2,470 20,651 24,291 △61 42,903 

 

評価・換算差額等 

純資産合計その他有
価証券評
価差額金 

評価・換
算差額等
合計 

平成18年２月28日残高 

（百万円） 
48 48 38,363 

当中間会計期間中の変動額    

合併による増加額     2,469 

平成18年５月定時株主総会

における利益処分による任

意積立金取崩項目（注）１ 

    － 

平成18年５月定時株主総会

における利益処分項目 

（注）２ 

    △620 

中間純利益     2,745 

自己株式の取得     △6 

株主資本以外の項目の当中間

会計期間中の変動額（純額） 
△48 △48 △48 

当中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△48 △48 4,540 

平成18年８月31日残高 

（百万円） 
0 0 42,903 



 （注）１．平成18年５月定時株主総会における利益処分による任意積立金取崩項目は次のとおりであります。 

任意積立金取崩額 

２．平成18年５月定時株主総会における利益処分項目は次のとおりであります。 

利益処分額 

固定資産圧縮積立金取崩額  ３百万円

１．配当金 573百万円

２．役員賞与金 47百万円

合  計 620百万円



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  
当中間会計期間 

(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日)

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

税引前中間純利益  4,665 

減価償却費  1,836 

受取利息及び配当金  △251 

支払利息  226 

営業未収入金の増加額  △129 

営業未払金の減少額  △293 

預り金の増加額  2,885 

立替金の増加額  △146 

未払消費税等の増加額  45 

その他  △22 

小計  8,815 

利息及び配当金の受取
額 

 4 

利息の支払額  △87 

法人税等の支払額  △3,093 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 5,637 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

有形固定資産の取得に
よる支出 

 △16,480 

投資有価証券売却によ
る収入 

  96 

差入保証金の差入によ
る支出 

  △99 

 



  
当中間会計期間 

(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日)

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 

差入保証金の回収によ
る収入 

 63 

預り保証金の返還によ
る支出 

 △1,038 

預り保証金の受入によ
る収入 

 1,094 

その他  △114 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △16,477 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

短期借入金の増減額
（純額） 

 10,600 

長期借入による収入  3,100 

長期借入金の返済によ
る支出 

 △3,083 

配当金の支払いによる
支出 

 △573 

自己株式の取得による
支出 

 △6 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 10,036 

Ⅳ 現金及び現金同等物の減
少額 

 △802 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 2,814 

Ⅵ 合併に伴う現金及び現金
同等物の増加額 

 521 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中
間期末残高 

※ 2,532 

   



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式 

移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

────── 

(1）有価証券 

子会社株式 

移動平均法による原価法 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

中間期末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間期末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

移動平均法に基づく原価

法 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

建物……経済的耐用年数に基

づく定額法 

なお、採用した経済的耐用

年数は次のとおりでありま

す。 

  

同左 

  

同左 

  

 （自社所有店舗） 

売場面積8,000㎡以上の

核テナントが２つ以上あ

るショッピングセンタ

ー…30年 

上記以外のショッピング

センター…25年 

   

  

 （賃借店舗） 

賃借期間である15年～20

年 

   

  

 （建物付属設備） 

３～18年 

   

  

 建物以外の有形固定資産 

……法人税法に規定する耐

用年数に基づく定額法 

   

  

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

営業未収入金、貸付金等の

債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上

しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

 (2）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当中間期末における

退職給付債務見込額に基づ

き、当中間期末において発

生していると認められる額

を計上しております。 

(2）退職給付引当金 

同左 

(2）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当期末における退職

給付債務見込額に基づき、

当期末において発生してい

ると認められる額を計上し

ております。 

 (3）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に

充てるため、当社内規に基

づく中間期末要支給額を計

上しております。 

(3）役員退職慰労引当金 

同左 

(3）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に

充てるため、当社内規に基

づく期末要支給額を計上し

ております。 

 (4）   ────── 

  

(4）役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給

見込額のうち当中間会計期

間の負担額を計上しており

ます。 

(4）   ────── 

  

４．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．中間キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

────── 手元現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

────── 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 

平成15年10月31日）が平成16年３月31日に終

了する事業年度に係る財務諸表から適用でき

ることになったことに伴い、当中間会計期間

から同会計基準及び同適用指針を適用してお

ります。これによる当中間会計期間の損益に

与える影響はありません。 

（役員賞与に関する会計基準） 

当中間会計期間より、「役員賞与に関する会

計基準」（企業会計基準第４号 平成17年11

月29日）を適用しております。この結果、従

来の方法に比べて、営業利益、経常利益及び

税引前中間純利益が、それぞれ17百万円減少

しております。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

当中間会計期間より、「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しております。 

従来の資本の部の合計に相当する金額は

42,903百万円であります。なお、これによる

当中間会計期間の損益に与える影響はありま

せん。 

また、中間財務諸表等規則の改正により、中

間会計期間における中間貸借対照表の純資産

の部については、改正後の中間財務諸表等規

則により作成しております。 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 

平成15年10月31日）が平成16年３月31日に終

了する事業年度に係る財務諸表から適用でき

ることになったことに伴い、当期から同会計

基準及び同適用指針を適用しております。こ

れにより当期の税引前当期純利益が482百万円

減少しております。 

なお、減損損失累計額については、改正後の

財務諸表等規則に基づき各資産の金額から直

接控除しております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年８月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年８月31日） 

前事業年度末 
（平成18年２月28日） 

※１．有形固定資産より控除されている減価

償却累計額は次のとおりであります。 

※１．有形固定資産より控除されている減価

償却累計額は次のとおりであります。 

※１．有形固定資産より控除されている減価

償却累計額は次のとおりであります。 

 建物 15,704百万円 

 その他 3,412百万円 

 計 19,117百万円 

 建物 13,982百万円 

 その他 4,253百万円 

 計 18,235百万円 

 建物 12,835百万円 

 その他  3,760百万円 

 計 16,595百万円 

※２．仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺の上、流動負債の「その他」に含め

ております。 

※２．      同左 ※２．    ───── 

 ３．貸出コミットメント 

平成13年７月５日付けでペトリュー

ス・ファンディング・コーポレーショ

ン（ＳＰＣ）へ建設協力金返還請求権

を譲渡したことに伴い、この回収遅延

等を原因として同社に資金不足が生じ

た場合には、同社へ信用供与するバッ

クアップライン契約（貸出極度額

7,500百万円）を締結しております。 

なお、当中間期末では実行残高はあり

ません。 

 ３．貸出コミットメント 

平成13年７月５日付けでペトリュー

ス・ファンディング・コーポレーショ

ン（ＳＰＣ）へ建設協力金返還請求権

を譲渡したことに伴い、この回収遅延

等を原因として同社に資金不足が生じ

た場合には、同社へ信用供与するバッ

クアップライン契約（貸出極度額

6,000百万円）を締結しております。 

なお、当中間期末では実行残高はあり

ません。 

 ３．貸出コミットメント 

平成13年７月５日付けでペトリュー

ス・ファンディング・コーポレーショ

ン（ＳＰＣ）へ建設協力金返還請求権

を譲渡したことに伴い、この回収遅延

等を原因として同社に資金不足が生じ

た場合には、同社へ信用供与するバッ

クアップライン契約（貸出極度額

7,000百万円）を締結しております。 

なお、当期末では実行残高はありませ

ん。 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

※１．    ───── ※１．    ───── ※１．「名西ＳＣ」の売却によるものであり

ます。 

※２．    ───── ※２．    ───── ※２．減損損失 

   当期において当社は以下の資産につい

て減損損失を計上しました。 

   当社は、キャッシュ・フローを生み出

す最小単位としてショッピングセンター

を基本単位とし、また遊休不動産及び売

却予定資産については物件ごとにグルー

ピングしております。 

   その結果、当期において、地価等が下

落している上記遊休資産及び売却価額が

決定している上記売却予定資産につい

て、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、482百万円を減損損失として計上し

ました。 

   なお、回収可能価額については、不動

産鑑定評価額等に基づく評価額から処分

費用見込額を控除した正味売却価額によ

り算定しております。 

用途 種類 場所 
減損損失 
(百万円) 

売却予定
資産 

土地  
鳥取県鳥
取市  

263 

遊休資産 土地  
熊本県宇
城市小川
町  

219 

※３．固定資産の除却及び売却損の内訳は、

次のとおりです。 

※３．    ───── ※３．固定資産除却及び売却損の内訳は、次

のとおりです。 

建物（除却損） 33百万円

有形固定資産のその

他（除却損） 
6百万円

建物等解体撤去費用 67百万円

計 106百万円

 建物(除却損) 77百万円

有形固定資産のその

他(除却損) 
20百万円

建物等解体撤去費用 68百万円

計 167百万円

 ４．減価償却実施額は次のとおりでありま

す。 

 ４．減価償却実施額は次のとおりでありま

す。 

 ４．減価償却実施額は次のとおりでありま

す。 

有形固定資産 1,430百万円

無形固定資産 57百万円

有形固定資産 1,650百万円

無形固定資産 82百万円

有形固定資産 3,066百万円

無形固定資産 130百万円



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の増加株式数は、単元未満株式の買取による増加であります。 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間の末日後となるもの。 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

発行済株式     

普通株式 38,227,031 － － 38,227,031 

合計 38,227,031 － － 38,227,031 

自己株式     

普通株式 22,387 1,330 － 23,717 

合計 22,387 1,330 － 23,717 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たりの
配当額（円） 

基準日 効力の発生日 

平成18年５月18日 

定時株主総会 
普通株式 573 15 平成18年２月28日 平成18年５月18日 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たりの
配当額（円）

基準日 効力の発生日 

平成18年10月４日 

取締役会 
普通株式 573 利益剰余金 15 平成18年８月31日 平成18年11月２日



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

※現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

（平成18年８月31日現在） 

現金及び預金勘定 2,532百万円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
－百万円

現金及び現金同等物 2,532百万円



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

１）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

１）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

建物 3,234 720 2,513 

機械及び
装置 

25 7 17 

器具及び
備品 

807 469 337 

ソフトウ
ェア 

38 27 10 

計 4,104 1,226 2,878 

 
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

建物 3,234 886 2,347

機械及び
装置 

88 43 45

器具及び
備品 

701 478 223

ソフトウ
ェア 

39 32 6

計 4,064 1,440 2,623

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

建物 3,234 803 2,430

機械及び
装置 

25 10 15

器具及び
備品 

714 449 264

ソフトウ
ェア 

38 31 6

計 4,011 1,295 2,716

（注） 取得価額相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定して

おります。 

（注）      同左 （注） 取得価額相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しております。 

２）未経過リース料中間期末残高相当額 ２）未経過リース料中間期末残高相当額 ２）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 321百万円

１年超 2,556百万円

計 2,878百万円

１年内 303百万円

１年超 2,319百万円

計 2,623百万円

１年内 301百万円

１年超 2,415百万円

計 2,716百万円

（注） 未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

（注）      同左 （注） 未経過リース料期末残高相当額は、

未経過リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定

しております。 

３）支払リース料及び減価償却費相当額 ３）支払リース料及び減価償却費相当額 ３）支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 178百万円

減価償却費相当額 178百万円

支払リース料 164百万円

減価償却費相当額 164百万円

支払リース料 344百万円

減価償却費相当額 344百万円

４）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

４）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

１）未経過リース料 １）未経過リース料 １）未経過リース料 

１年内 12,096百万円

１年超 137,785百万円

計 149,881百万円

１年内   12,064百万円

１年超 124,872百万円

計 136,937百万円

１年内 12,096百万円

１年超 131,737百万円

計 143,833百万円

２）上記オペレーティング・リース取引に

よる賃借物件については、47,248百万

円（額面）の保証金を差入れておりま

す。 

２）上記オペレーティング・リース取引に

よる賃借物件については、47,105百万

円（額面）の保証金を差入れておりま

す。 

２）上記オペレーティング・リース取引に

よる賃借物件については47,149百万円

（額面）の保証金を差入れておりま

す。 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成17年８月31日） 

子会社株式で時価のあるものはありません。 

当中間会計期間末（平成18年８月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

前事業年度末（平成18年２月28日） 

子会社株式で時価のあるものはありません。 

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間（自 平成17年３月１日 至 平成17年８月31日）、当中間会計期間（自 平成18年３月１日 

至 平成18年８月31日）及び前事業年度末（自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用していないので、該当事項はありません。 

 中間貸借対照表計上額（平成18年８月31日） 

 取得原価（百万円） 
中間貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

株式 0 0 0 

合計 0 0 0 

 
中間貸借対照表計上額 
（平成18年８月31日） 

その他有価証券   

匿名組合出資金           （百万円） 1,215 



（１株当たり情報） 

 （注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

 
前中間会計期間 

(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日)

当中間会計期間 
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日)

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日)

１株当たり純資産額 903円78銭 1,123円03銭 1,002円91銭 

１株当たり中間（当期）純利益金額 57円83銭 71円87銭 172円08銭 

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)

純利益金額 
57円64銭 

 潜在株式が存在して

いないため記載してお

りません。 

171円78銭 

  当社は、平成16年10

月20日付で株式１株に

つき1.5株の株式分割

を行っております。な

お、当該株式分割が前

期首に行われたと仮定

した場合の前中間会計

期間における１株当た

り情報については、以

下のとおりとなりま

す。 

    

 １株当たり純資

産額 
726円49銭

１株当たり中間

純利益金額 
75円37銭

潜在株式調整後

１株当たり中間

純利益金額 

68円45銭

   

   

   

   

   

   

 
前中間会計期間 

(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日)

当中間会計期間 
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日)

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日)

純資産の部の合計額（百万円） － 42,903 － 

純資産の部から控除する金額 

（百万円） 
－ － － 

普通株式に係る中間期末（期末）の純

資産額（百万円） 
－ 42,903 － 

１株当たり純資産額の算定に用いられ

た中間期末（期末）の普通株式の数

（株） 

－ 38,203,314 － 



 ２．１株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下

のとおりであります。 

 
前中間会計期間 

(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日)

当中間会計期間 
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日)

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日)

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（百万円） 2,203 2,745 6,611 

普通株主に帰属しない金額(百万円) － － 47 

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) (47) 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（百万円） 
2,203 2,745 6,564 

期中平均株式数（株） 38,100,600 38,203,958 38,148,856 

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益金額 
   

中間（当期）純利益調整額(百万円) － － － 

普通株式増加数（株） 750,534 － 66,531 

（うち新株予約権） (750,534) － (66,531) 

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間（当期）純

利益の算定に含めなかった潜在株式

の概要 

－ － － 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日） 

────── ────── １．当社は経営効率のさらなる強化を

図るため、当社の100％出資子会社

である株式会社ダイヤモンドファミ

リーを、平成18年３月１日を合併期

日として吸収合併いたしました。合

併契約の概要は次のとおりでありま

す。 

(1）合併期日 

平成18年３月１日 

(2）合併の形式 

当社を存続会社とし、株式会

社ダイヤモンドファミリーを解

散会社とする吸収合併とし、合

併による新株の発行及び資本金

の増加はありません。 

(3）財産の引継 

合併期日において株式会社ダイ

ヤモンドファミリーの資産・負債

及び権利義務の一切を引継ぎま

す。 

なお、株式会社ダイヤモンドフ

ァミリーの平成18年２月28日現在

の財政状況及び直近期の営業収益

額は次のとおりであります。 

資産合計   4,985百万円

負債合計   349百万円

資本合計   4,635百万円

営業収益額   1,412百万円

    ２．親会社の異動 

  その他の関係会社であったイオン

株式会社は、当社株式の公開買付に

より、当社株式12,500千株（発行済

株式総数の32.70％）を追加取得

し、異動前とあわせ22,969千株（発

行済株式総数の60.09％）を所有す

ることとなりました。その結果、同

社が所有する当社の議決権の数は

229,694個、所有割合は60.09％とな

り、平成18年５月11日をもって親会

社に該当することとなりました。 

  なお、上記所有割合は、平成18年

２月28日現在を基準に算出しており

ます。 



(2）【その他】 

 平成18年10月４日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ）中間配当による配当金の総額…………………573百万円 

(ロ）１株当たりの金額………………………………15円00銭 

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日………平成18年11月２日 

（注）平成18年８月31日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いま

す。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第37期）（自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日）平成18年５月19日関東財務局長に提出。 

(2）臨時報告書 

 平成18年４月10日関東財務局長に提出。 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項９号（代表取締役の異動）の規定に基づく臨時報告書でありま

す。 

(3）臨時報告書 

 平成18年５月２日関東財務局長に提出。 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項３号（親会社の異動）の規定に基づく臨時報告書であります。 

(4）臨時報告書 

 平成18年５月15日関東財務局長に提出。 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項４号（主要株主の異動）の規定に基づく臨時報告書であります。



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

   平成17年11月24日

株式会社ダイヤモンドシティ    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 石橋 和男  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 峯   敬  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 小賀坂 敦  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ダイヤモンドシティの平成17年３月１日から平成18年２月28日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年３月

１日から平成17年８月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間

連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社ダイヤモンドシティ及び連結子会社の平成17年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間連結会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連結財務諸

表に添付する形で別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

   平成17年11月24日

株式会社ダイヤモンドシティ    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 石橋 和男  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 峯   敬  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 小賀坂 敦  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ダイヤモンドシティの平成17年３月１日から平成18年２月28日までの第37期事業年度の中間会計期間（平成17年３月１

日から平成17年８月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を

行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ダイヤモンドシティの平成17年８月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年

３月１日から平成17年８月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に

添付する形で別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

   平成18年11月14日

株式会社ダイヤモンドシティ    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 石橋 和男  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 小賀坂 敦  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ダイヤモンドシティの平成18年３月１日から平成19年２月28日までの第38期事業年度の中間会計期間（平成18年３月１

日から平成18年８月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動

計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ダイヤモンドシティの平成18年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成18

年３月１日から平成18年８月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に

添付する形で別途保管しております。 


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２営業収益実績
	３対処すべき課題
	４経営上の重要な契約等
	５研究開発活動

	第３設備の状況
	１主要な設備の状況
	２設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2）新株予約権等の状況
	(3）発行済株式総数、資本金等の状況
	(4）大株主の状況
	(5）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該中間会計期間における月別最高・最低株価
	３役員の状況

	第５経理の状況
	１中間連結財務諸表等
	(1）中間連結財務諸表
	①中間連結貸借対照表
	②中間連結損益計算書
	③中間連結剰余金計算書
	④中間連結キャッシュ・フロー計算書
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高

	(2）その他

	２中間財務諸表等
	(1）中間財務諸表
	①中間貸借対照表
	②中間損益計算書
	③中間株主資本等変動計算書
	④中間キャッシュ・フロー計算書

	(2）その他


	第６提出会社の参考情報

	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/58
	pageform2: 2/58
	form1: EDINET提出書類  2006/11/15 提出
	form2: 株式会社ダイヤモンドシティ(591126)
	form3: 半期報告書
	pageform3: 3/58
	pageform4: 4/58
	pageform5: 5/58
	pageform6: 6/58
	pageform7: 7/58
	pageform8: 8/58
	pageform9: 9/58
	pageform10: 10/58
	pageform11: 11/58
	pageform12: 12/58
	pageform13: 13/58
	pageform14: 14/58
	pageform15: 15/58
	pageform16: 16/58
	pageform17: 17/58
	pageform18: 18/58
	pageform19: 19/58
	pageform20: 20/58
	pageform21: 21/58
	pageform22: 22/58
	pageform23: 23/58
	pageform24: 24/58
	pageform25: 25/58
	pageform26: 26/58
	pageform27: 27/58
	pageform28: 28/58
	pageform29: 29/58
	pageform30: 30/58
	pageform31: 31/58
	pageform32: 32/58
	pageform33: 33/58
	pageform34: 34/58
	pageform35: 35/58
	pageform36: 36/58
	pageform37: 37/58
	pageform38: 38/58
	pageform39: 39/58
	pageform40: 40/58
	pageform41: 41/58
	pageform42: 42/58
	pageform43: 43/58
	pageform44: 44/58
	pageform45: 45/58
	pageform46: 46/58
	pageform47: 47/58
	pageform48: 48/58
	pageform49: 49/58
	pageform50: 50/58
	pageform51: 51/58
	pageform52: 52/58
	pageform53: 53/58
	pageform54: 54/58
	pageform55: 55/58
	pageform56: 56/58
	pageform57: 57/58
	pageform58: 58/58


